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１．事業の概要 

 （１）背景・目的 

総人口や生産年齢人口の減少、少子高齢化等、社会構造の変化が進展し、自治体に

おける人的、財政的な経営資源の制約が高まっていく中で、社会構造の変化に伴う新

たな対応や事務権限の移譲、大規模な自然災害の増加等、自治体の担う役割が増大し

ていくことが予想されることから、市民サービスを維持・向上させるための業務改革

が求められている。 

本市の人口はすでに減少傾向にあり、2040年には 2015年に比べて約 20％減少し、

生産年齢人口も約 30％減少すると予想される。これらの減少率は全国よりも高くなっ

ている。 

－2040年の本市の人口及び生産年齢人口の状況－ 

さらに、本市では財政難により職員数を減らしてきた結果、類似団体に比べて一般

行政部門の職員数が約 28％少ない状況にあり、これまでは職員の努力と工夫（時間外

勤務や行財政改革等）で市民サービスを維持・向上させてきたところであるが、「自

治体戦略 2040構想研究会1」の資料において、人口減に伴い人口 10万人未満の自治体

における 2040年の一般行政部門職員数は、2013年に比べて 17％減少すると試算され

ていることから、さらに職員数が減少すると予想される。 

こういった状況を踏まえて、今後、市民サービスを維持・向上させるためには、職

員が職員の担うべき業務に注力できる体制を構築することが重要であり、そのような

体制構築に向けた業務改革に早急に着手する必要がある。 

 

本プロジェクトは、業務のプロセスやボリュームゾーン、職員の担うべき業務とそ

うでない業務等を明らかにし、その特性に合った業務の効率化の方策を検討すること

で、本来職員が担うべき業務に注力できる体制を構築し、人口減少時代においても市

民サービスの維持・向上を実現できる自治体モデルを検討することを目的とする。 

 

                                                      

1 高齢者（65 歳以上）人口が最大となる 2040 年頃の自治体が抱える行政課題を整理したうえで、今後の自治

体行政のあり方を展望し、早急に取り組むべき対応策を検討する総務大臣主催の研究会 
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－めざす将来像「ひとと時間を大切にする市役所」－ 

 

（２）プロジェクト推進体制 

    本プロジェクトは、市長をトップとする行財政改革推進本部会議を中心に全庁的に

展開した。本プロジェクトでは、業務の効率化にあたって、昨今、目まぐるしく進歩

するＡＩやＲＰＡといった破壊的技術の活用が重要であるとの判断から、ＡＩ開発企

業等の民間事業者に参画いただくとともに、本市の実施する業務改革の取組がより汎

用性の高いものとなるよう、大阪府内の６自治体と府外の１自治体（大阪府貝塚市、

柏原市、門真市、四條畷市、交野市、阪南市、岡山県玉野市）に参画いただいた。ま

た、業務プロセスや業務量等の可視化、改善策（案）の検討は民間事業者に委託し実

施した。 

    各者の役割と関係性は以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

―プロジェクト推進体制と各者の役割―
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（３）プロジェクトのスケジュール 

   本プロジェクトは以下のスケジュールで実施した。 

内容 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 

行財政改革推進本部会議 
7/23  9/3 10/5 10/30    2/22 

他自治体との意見交換会 
  9/3 10/5 10/30    2/22 

他自治体の業務上の課題把握 
        

現行業務ヒアリング 
        

業務量等調査 
        

業務量分析・課題整理 
        

改善方針検討・実現費用の確認 
        

費用対効果分析 
        

実証実験対象業務の選定 
        

ＡＩプロトタイプ開発 
        

ＲＰＡ実証実験 
        

準備期間 

Kikann  

 準備期間 

Kikann  
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２．現行業務の現状把握  

 （１）対象課の選定 

    本プロジェクトでは、窓口対応とデスクワークの両方を行っており、業務過多の状

況にあると考えられる市役所１階の窓口担当部署 10課と全庁的な内部管理事務を行

っている部署２課の全 12課を対象に業務の棚卸しを実施した。具体的な部署は以下

のとおり。 

① 人事課 

② 人権くらしの相談課 

③ 税務課（市民税係、固定資産税係、納税係） 

④ 市民課（戸籍係、窓口係） 

⑤ 福祉政策課 

⑥ 高齢介護課（長寿推進係、介護認定係、給付保険料係） 

⑦ 障がい福祉課 

⑧ 生活福祉課 

⑨ 子育て応援課（子育て推進係、給付係、あんしんサポート係） 

⑩ こども育成課 

⑪ 保険年金課（給付係、保険料係、国民年金係、後期高齢者医療係） 

⑫ 会計課 

 

 （２）現行業務の現状把握の方法 

現行業務の現状把握にあたっては、全対象課にヒアリングを行い「業務プロセス定

義」を作成した。現状把握を効率的に実施するため、各課が作成している業務マニュ

アル等をもとに業務プロセスの仮説（たたき台）を作成し、当該仮説資料をもとにヒ

アリングを行い、各業務の流れや各作業の内容を確認するとともに、各課が抱える課

題を確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

―現行業務可視化の流れとヒアリング実績― 



5 

 

  
－業務プロセス定義（抜粋）2－ 

     

業務プロセス定義において各業務の事務・作業を整理した後、当該資料に項目を追

加して業務量調査を実施した。具体的には下図に示すような作業時間算出のための情

報、専門性の有無（コア／ノンコア）、処理媒体等の情報を収集し、業務量の把握に

加えて、アウトソーシングの可能性やＩＣＴ導入にあたっての業務量削減効果の検討

等に活用した。業務プロセス定義を使って業務フローと業務の特性を把握することで

、約 1カ月という短期間での業務の棚卸しを実施することができた。 

－業務量の調査方法－ 

                                                      
2 その他の業務プロセス定義は別紙「業務プロセス定義」を参照。 

補足情報

住民基本台
帳

異動（増加） 転入（未届転入、
住所設定を除く）

転入届受付 申請者から転入届手続き書類※を受け付ける。
※転入異動届、転出証明書、本人確認書類／委任状／特
別永住者証／在留カード／各種カード（住民基本台帳カー
ド、個人番号カード・通知カード）

転入処理 転入情報を入力する。
入力結果として「住民票副本」が出力される。

審査 転入届等を審査する。

各種カード裏書き 通知カード、個人番号カード、住民基本台帳カード、在留
カード、特別永住者証の裏書きを行う。

各種カード継続利用処理 各種カード（住民基本台帳カード、個人番号カード）に対して
継続利用処理を行う。

個人番号カード申請書交付処理 住所異動後、統合端末にて個人番号カード交付申請書を出
力する。
（基本4情報、在留期間等に変更がある場合も対応。）

本人確認通知 本人確認書類不備の場合、郵送にて本人に「住民異動届
受理通知」を通知する。

市町村通知 外国人の場合、法務局（入国管理局）に居住地等を通知す
る。
※　1日1回USBに取り込んでサーバー室で処理。

市町村への郵送 1日分の通知書類等を取りまとめ、市町村へ郵送する。

本籍地団体通知 住基ネットを介して本籍地団体に戸籍附票記載事項等を通
知する。
※　自動処理

業務 作業事務
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（３）現行業務の現状 

    本市の現行業務の現状を把握するため、業務プロセス定義の各作業を実施内容（事

務の属性）が類似しているもので分類した。事務の属性の詳細は以下のとおり。 

また、職員が実施する必要がある業務（判断が必要／職員権限での実施が必要等）

を「コア業務」、職員以外による実施について検討余地がある業務（定型的である／

職員権限での実施が不要等）を「ノンコア業務」と分類し、改善余地を検討した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 －業務量調査結果の整理における属性・業務形態の定義－ 

 

① 事務の属性ごとの業務量分析 

各課で実施している業務の各作業を前述の事務の属性（申請受付、相談／面談、入

力、確認等）に分類し、事務の属性ごとの業務量を分析した。 

分析の結果、現状は入力や確認、帳票作成、データ抽出といった事務作業3が半数程

度と多くなっている一方で、相談、審査、訪問、事業計画等は２割弱と少ない状況で

あった。特に入力業務は、すべての課で実施されており、当該業務が全体の２割を超

えている部署が 12課中４課あった。 

また、申請受付や相談／面談の窓口対応についてはいずれの課においても１～２割

程度に留まっており、訪問業務については比較的業務量の多い生活福祉課や子育て応

援課においても１割程度に留まっている状況であった。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

                                                      
3 事務の属性のうち、入力、確認、帳票作成、データ抽出、書類整理、他機関との連携、統計/集計を事務作業と

定義 
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－課別 事務の属性ごとの業務量の割合－ 

 

② コア業務／ノンコア業務の業務量分析 

各課で実施している業務の各作業をコア業務とノンコア業務に分類し、それぞれの

業務量を分析した結果、調査対象課全体でコア業務が約４割、ノンコア業務が約６割

となっていた。 

また、雇用形態別に各課のコア業務とノンコア業務の年間業務量を分析した結果、

正規職員については、ノンコア業務が７割強を占めている部署が３課あり、職員が実

施すべき業務に十分注力できていない状況にあることがわかった。 

    さらに、非正規職員や嘱託職員については、非正規職員等がコア業務を実施してい

る部署があることから、役割分担の見直し等が必要であることがわかった。 

 

  

－雇用形態別 コア業務／ノンコア業務の業務量の割合－ 
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③ 課別業務量分析 

業務量調査の結果を踏まえて、各課の業務を次の２つの観点で業務量4を分析した結果を以下に示す。 

 事務の属性別の業務量 

 事務の属性ごとのコア業務とノンコア業務の業務量の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      

4 業務量には各課の時間外勤務も含む。（平成 29年度の時間外勤務時間を平成 30年度の体制で案分して算出。） 
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  ④ 現行業務の課題 

    ヒアリングの際に各課が抱えている現行業務の課題5を把握した。課題のうちＩＣ

Ｔ関連のものが 50％弱と大半を占めている。また、業務・組織関連のものが 40％弱

を占めている。ＩＣＴ関連の課題については、現在トレンドとなっている新しいソリ

ューションであるＡＩやＲＰＡを活用することで解決可能なものが多くある。業務・

組織関連の課題については、アウトソーシングや業務の見直しで解決可能なものが多

く存在する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－各課題に対する改善方針の分類－ 

 

⑤ 他自治体の課題との比較 

    前述の現行業務の課題について、本プロジェクト協力自治体でも同様に生じている

かを検証した結果、半数以上の課題において、いずれかの自治体でも類似した課題を

抱えていることがわかった。 

    そのため、本市の業務改革の取組が他の自治体の課題解決にも寄与していくことに

より（共同利用や共同運用を視野に）、費用面等より効率的・効果的な業務改革が可

能になると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   －他自治体との共通の課題と課題解決の方向性－ 

                                                      
5 現行業務の課題の詳細は別添「課題整理一覧表」を参照 
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３．業務改革の方針と優先順位 

 （１）現行業務の現状を踏まえた業務改革の方針 

    現行業務の棚卸しにより判明した現状を整理すると次のとおり。 

 入力や確認、帳票作成、データ抽出といった事務作業が半数程度と多い。 

 申請受付や相談／面談の窓口対応についてはいずれの課においても１～２割程

度に留まっている。 

 調査対象課全体でコア業務が約４割、ノンコア業務が約６割となっている。 

 正規職員についてノンコア業務が７割強を占めている部署が３課あり、職員が

実施すべき業務に十分注力できていない状況にある。 

 各課が抱える課題はＡＩやＲＰＡ、アウトソーシングで解決可能なものが多

い。 

 本市が抱えている課題のうち半数以上で他の自治体においても類似した課題を

抱えている。 

 

    他自治体との共同開発や利活用を前提に、ＩＣＴや民間リソースを徹底活用した持

続可能な自治体運営に向けて、本市の現状を踏まえた具体的な業務改善方策をＡＩ、

ＲＰＡ、アウトソーシングの３つに分けて示す。 

  ① ＡＩの活用 

   ○ 議事・ヒアリング内容の文書化 

相談・面談において、相談等をしながらその内容を記録することが難しく、相談

等の後に改めて議事録・メモの作成を行うため、非効率な運用となっている。 

そのため、相談・面談で生じる音声データをＡＩが読取り（音声認識）、議事文

書としてテキスト化（自然言語処理）することにより、職員はその結果を確認（必

要に応じて修正）することで議事録を作成することが可能となり、業務の効率化や

精度の向上が見込まれる。 
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   ○ 非定型帳票のデジタル化 

     定型様式の納付書等はＯＣＲ読込により電子データ化し、システム取込されてい

るが、非定型様式や手書き書類については職員が手入力を行っており、処理件数が

多い場合に、業務負荷や入力ミスのリスク等の課題が生じている。 

     そのため、ＯＣＲで読み取った文字データをＡＩ（様式の判断、自然言語処理）

に判断させることで、記入情報の位置がずれているといった場合でも文字データ化

でき、業務負荷軽減やデータの精度向上が見込まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                        

○ ＤＶ被害者支援情報等要注意情報の管理の高度化 

ＤＶ被害者支援情報（以下、「ＤＶ情報」という。）について、市民課で受け付

けた情報はシステム登録され、連携先のシステムにある程度連携されている。 

一方で、ＤＶ情報の上記以外の連携や、ＤＶ情報・虐待・ネグレクト（育児放

棄）等の情報（以下、「要注意情報」という。）の連携については、情報の参照権

限の制約から、システム間での連携がほとんど行われていない状況にある。 

そのため、要注意情報が管理されているシステムに対して、ＡＩが照会をかけ、

要注意情報が登録されている旨のみ通知する仕組み（具体的な内容はわからない）

を構築することで、当該情報を漏れなく把握でき、リスク軽減できると考える。 
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② ＲＰＡの活用 

○ 現行業務の機能強化及び代替機能としてのＲＰＡの活用 

     現行のシステムで管理しているデータを取り扱うケースや、パッケージシステム

の既存機能や帳票について、少しの機能強化で課題解決につながる場合にＲＰＡが

有効に機能すると考える。 

     具体的には、以下の実現パターンを想定しており、いずれもシステム改修を行う

よりも安価に機能強化できると想定される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－実現パターンの概要－ 

   ○ 統計資料作成・対象者抽出等の効率化 

     統計資料の作成や各種集計等において、業務システムの出力データや職員が作成

しているＥｘｃｅｌ等の個別データを統合・加工し、各種帳票やデータを作成して

おり、作成にかかる業務負荷に加えて、人的ミスのリスクを抱えている。 

     システムの機能でこれらの課題を解消するには、業務システム外のデータを含め

た編集が必要であり、対応が困難であるため、ＲＰＡを活用することが有効である

と考える。 
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○ 入力・チェック業務の自動化 

     業務システムへのデータ入力や、入力した結果の確認において、システムの機能

が十分ではなく、人手で処理を行っているケースが多く存在し、処理にあたっての

業務負荷に加えて、人的ミスのリスクを抱えている。 

     システムの機能でこれらの課題を解消するには、パッケージシステムへのカスタ

マイズを多数必要とするため、ＲＰＡを活用することが有効であると考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ③ アウトソーシング 

    アウトソーシングについては、問い合わせ、入力、交付・通知、施設管理に関連す

る業務においてその余地があると考えられる。具体的には、問い合わせ内容の簡易対

応や一次振り分け、ボリュームのある窓口申請情報等の入力業務、各課窓口で随時発

生する通知（郵送）業務、市保有施設の管理等の業務が該当する。 

    これらの業務をアウトソーシングすることで、合計 30,307時間／年の業務量削減

効果が見込まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－アウトソーシングの余地のある業務と想定される削減業務量－ 
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    近年の自治体業務のアウトソーシングにおいては、比較的簡易な事務一式を外部委

託する等、業務単位でアウトソースする傾向がある。一方、業務ノウハウが自治体内

に残らない、業務量が十分に確保できず割高となる等の課題が散見される。 

そのため、まず、単純事務を中心にアウトソーシングの対象業務として抽出し（必

要なノウハウは市役所に残す）、それらをより効果的にアウトソースできるように業

務横断で集約化することを基本的な方針として検討した。 

－アウトソーシングの検討パターン－ 

 

 （２）費用対効果分析 

    費用対効果については、効果を分析するうえで必要なデータが存在するものについ

て検証した。費用対効果を分析した業務改善方策は以下のとおり。 

 議事・ヒアリング内容の文書化 

 非定型帳票のデジタル化 

 統計資料作成・対象者抽出等の効率化 

 入力・チェック業務の自動化 

    費用対効果を分析する際の前提条件を以下のとおり設定し、人件費削減見込と各ソ

リューションの導入等に係る費用を比較して歳出削減額を試算するとともに、導入か

ら 10年目までの累積の効果を検証した。 

 積算方法：人件費等×削減見込業務時間／職員１人当たりの年間業務時間 

 人件費等：平成 29年度の正職員 1人当たりの平均年間給与費【5,553,000円】 

 削減見込業務時間： 

各課の実施している全業務を 100％として、当該作業に係る業務割合を感覚値

で把握して算出 

 職員１人当たりの年間業務時間： 

7.75時間（１日の勤務時間）×20日（１カ月の勤務日数）×12カ月で算出 

【1,860時間】 
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 導入効果が業務に反映される割合： 

ただちにすべての事務に導入することができないことを勘案して割合を設定 

  【10％／年が反映され、10年後に 100％になると想定】 
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  ○ 議事・ヒアリング内容の文書化 

 削減見込業務量：年間業務量【15,751時間】がＡＩを活用することで 50％削減されると想定【7,875時間】。 

 ＡＩ開発費用等：概算費用として開発費 72,900,000円、ランニングコスト 3,600,000円／年で試算。 

 

 【積算結果】 

  理論値で導入後９年目で約 410万円、10年目で約 2,400万円の歳出削減効果が見込まれる結果となった。 

導入効果が業務に反映される割合 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

- 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目

AI（議事ヒアリング内容の文書化） 削減業務量（ｈ） 7,876 788 1,575 2,363 3,150 3,938 4,726 5,513 6,301 7,088 7,876

削減費用 2,351千円 4,703千円 7,054千円 9,405千円 11,757千円 14,108千円 16,460千円 18,811千円 21,162千円 23,514千円

AI（議事ヒアリング内容の文書化） 導入費用 72,900千円 72,900千円 3,600千円 3,600千円 3,600千円 3,600千円 3,600千円 3,600千円 3,600千円 3,600千円 3,600千円

AI（議事ヒアリング内容の文書化） 費用対効果 -70,549千円 1,103千円 3,454千円 5,805千円 8,157千円 10,508千円 12,860千円 15,211千円 17,562千円 19,914千円

累計 削減費用 2,351千円 7,054千円 14,108千円 23,514千円 35,271千円 49,379千円 65,838千円 84,649千円 105,812千円 129,325千円

累計 導入費用 72,900千円 76,500千円 80,100千円 83,700千円 87,300千円 90,900千円 94,500千円 98,100千円 101,700千円 105,300千円

累計 費用対効果 -70,549千円 -69,446千円 -65,992千円 -60,186千円 -52,029千円 -41,521千円 -28,662千円 -13,451千円 4,112千円 24,025千円
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   ○ 非定型帳票のデジタル化 

 削減見込業務量：年間業務量【8,305時間】がＡＩを活用することで 100％削減されると想定。 

 導入費用等：概算費用として初期構築費用 900,000円、ランニングコスト 3,600,000円／年（読取枚数 10,000枚と想定）で試算。 

 

【積算結果】 

  理論値で導入後３年目で約 320万円、５年目で約 1,830万円の歳出削減効果が見込まれる結果となった。 

 

導入効果が業務に反映される割合 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

- 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目

AI（非定型帳票のデジタル化） 削減業務量（ｈ） 8,305 831 1,661 2,492 3,322 4,153 4,983 5,814 6,644 7,475 8,305

削減費用 2,479千円 4,959千円 7,438千円 9,918千円 12,397千円 14,877千円 17,356千円 19,836千円 22,315千円 24,794千円

AI（非定型帳票のデジタル化） 導入費用 900千円 4,500千円 3,600千円 3,600千円 3,600千円 3,600千円 3,600千円 3,600千円 3,600千円 3,600千円 3,600千円

AI（非定型帳票のデジタル化） 費用対効果 -2,021千円 1,359千円 3,838千円 6,318千円 8,797千円 11,277千円 13,756千円 16,236千円 18,715千円 21,194千円

累計 削減費用 2,479千円 7,438千円 14,877千円 24,794千円 37,192千円 52,068千円 69,424千円 89,260千円 111,575千円 136,369千円

累計 導入費用 4,500千円 8,100千円 11,700千円 15,300千円 18,900千円 22,500千円 26,100千円 29,700千円 33,300千円 36,900千円

累計 費用対効果 -2,021千円 -662千円 3,177千円 9,494千円 18,292千円 29,568千円 43,324千円 59,560千円 78,275千円 99,469千円
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○ 統計資料作成・対象者抽出等の効率化 

 削減見込業務量：年間業務量【7,548時間】がＲＰＡを活用することで 100％削減されると想定。 

 導入費用等：概算費用として１ライセンス 715,000円、導入支援に係る費用として 2,860,000円／年で試算 

 ライセンス数：全対象事務を実施するために 11ライセンスが必要と想定。 

また、ライセンス数は業務量に合わせて 10％／年増加すると想定。 

【積算結果】 

  理論値で導入後３年目で約 22万円、５年目で約 770万円の歳出削減効果が見込まれる結果となった。 

導入効果が業務に反映される割合 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

- 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目

RPA（統計資料作成・対象者抽出等の効率化） 削減業務量（ｈ） 7,548 755 1,510 2,264 3,019 3,774 4,529 5,284 6,038 6,793 7,548

人件費削減見込 2,253千円 4,507千円 6,760千円 9,014千円 11,267千円 13,521千円 15,774千円 18,028千円 20,281千円 22,534千円

ライセンス費用 715千円 787千円 1,573千円 2,360千円 3,146千円 3,933千円 4,719千円 5,506千円 6,292千円 7,079千円 7,865千円

RPA（統計資料作成・対象者抽出等の効率化） 導入支援費用 2,860千円 2,860千円 2,860千円 2,860千円 2,860千円 2,860千円 2,860千円 2,860千円 2,860千円 2,860千円 2,860千円

導入費用 3,647千円 4,433千円 5,220千円 6,006千円 6,793千円 7,579千円 8,366千円 9,152千円 9,939千円 10,725千円

RPA（統計資料作成・対象者抽出等の効率化） 費用対効果 -1,393千円 74千円 1,541千円 3,008千円 4,475千円 5,942千円 7,409千円 8,876千円 10,342千円 11,809千円

累計 人件費削減見込 2,253千円 6,760千円 13,521千円 22,534千円 33,802千円 47,322千円 63,096千円 81,124千円 101,405千円 123,939千円

ライセンス費用 787千円 2,360千円 4,719千円 7,865千円 11,798千円 16,517千円 22,022千円 28,314千円 35,393千円 43,258千円

0 導入支援費用 2,860千円 5,720千円 8,580千円 11,440千円 14,300千円 17,160千円 20,020千円 22,880千円 25,740千円 28,600千円

導入費用 3,647千円 8,080千円 13,299千円 19,305千円 26,098千円 33,677千円 42,042千円 51,194千円 61,133千円 71,858千円

0 費用対効果 -1,393千円 -1,319千円 222千円 3,229千円 7,704千円 13,646千円 21,054千円 29,930千円 40,272千円 52,082千円



25 

 

○ 入力・チェック業務の自動化 

 削減見込業務量：年間業務量【12,976時間】がＲＰＡを活用することで 100％削減されると想定。 

 導入費用等：概算費用として１ライセンス 715,000円、導入支援に係る費用として 2,860,000円／年で試算 

 ライセンス数：全対象事務を実施するために 21ライセンスが必要と想定。 

また、ライセンス数は業務量に合わせて 10％／年増加すると想定。 

【積算結果】 

  理論値で導入後２年目で約 140万円、５年目で約 2,130万円の歳出削減効果が見込まれる結果となった。 

導入効果が業務に反映される割合 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

- 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目

RPA（入力・チェック業務の自動化） 削減業務量（ｈ） 12,976 1,298 2,595 3,893 5,190 6,488 7,786 9,083 10,381 11,678 12,976

人件費削減見込 3,874千円 7,748千円 11,622千円 15,496千円 19,370千円 23,244千円 27,118千円 30,992千円 34,866千円 38,740千円

ライセンス費用 715千円 1,502千円 3,003千円 4,505千円 6,006千円 7,508千円 9,009千円 10,511千円 12,012千円 13,514千円 15,015千円

RPA（入力・チェック業務の自動化） 導入支援費用 2,860千円 2,860千円 2,860千円 2,860千円 2,860千円 2,860千円 2,860千円 2,860千円 2,860千円 2,860千円 2,860千円

導入費用 4,362千円 5,863千円 7,365千円 8,866千円 10,368千円 11,869千円 13,371千円 14,872千円 16,374千円 17,875千円

RPA（入力・チェック業務の自動化） 費用対効果 -488千円 1,885千円 4,257千円 6,630千円 9,002千円 11,375千円 13,747千円 16,120千円 18,492千円 20,865千円

累計 人件費削減見込 3,874千円 11,622千円 23,244千円 38,740千円 58,109千円 81,353千円 108,471千円 139,463千円 174,328千円 213,068千円

ライセンス費用 1,502千円 4,505千円 9,009千円 15,015千円 22,523千円 31,532千円 42,042千円 54,054千円 67,568千円 82,583千円

0 導入支援費用 2,860千円 5,720千円 8,580千円 11,440千円 14,300千円 17,160千円 20,020千円 22,880千円 25,740千円 28,600千円

導入費用 4,362千円 10,225千円 17,589千円 26,455千円 36,823千円 48,692千円 62,062千円 76,934千円 93,308千円 111,183千円

0 費用対効果 -488千円 1,397千円 5,655千円 12,285千円 21,287千円 32,662千円 46,409千円 62,529千円 81,021千円 101,886千円
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 （３）着手する業務改革の優先順位 

    ３．（１）においてＡＩ、ＲＰＡ、アウトソーシングによる複数の業務改善方策を

示したが、以下の基準で優先順位をつけることとした。 

 業務量の削減効果が大きい。 

 多くの課で業務量の削減が見込める。 

 他市への横展開が期待できる。 

 

    これらの基準に基づき判断した結果、「入力業務」の効率化から着手することとし

た。 

   【入力業務の現状】 

 業務量の削減効果が大きい。 

⇒年間業務量が 72,566時間（コア業務：18,411時間/年、ノンコア：54,155時

間/年）とすべての事務の属性の中で最多である。 

 多くの課で業務量の削減が見込める。 

⇒すべての対象課で一定実施されている。 

 他市への横展開が期待できる。 

⇒協力自治体の７市中３市で入力業務に関する課題を抱えている。 

－入力業務の現状－ 
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４．実証実験 

 （１）ＡＩプロトタイプ開発 

    入力業務の効率化に寄与するＡＩを活用した改善方策としては、「議事・ヒアリン

グ内容の文書化」と「非定型帳票のデジタル化」が考えられる。これらによる期待効

果はいずれも大きく（議事・ヒアリング内容の文書化：7,876時間／年の削減、非定

型帳票のデジタル化：8,305時間／年の削減）、汎用性も高い（議事・ヒアリング内

容の文書化：12課中４課の 18事務の効率化に寄与、非定型帳票のデジタル化：12課

中５課の 20事務の効率化に寄与）が、非定型帳票のデジタル化については、既存の

ソリューションで対応可能であること、本プロジェクトに参画しているＡＩ開発企業

が、複数話者や方言に対応した音声データをテキスト化するＡＩ開発が可能であるこ

とを踏まえ、「議事・ヒアリング内容の文書化」ができるＡＩプロトタイプを開発す

ることとした。具体的には、高齢介護課で実施している要介護認定の認定調査業務に

おいて実証実験に着手した。 

要介護認定は申請から認定するまでの工程も多く、結果通知を送付するまで約１カ

月を要す。中でも、自宅や施設等に訪問し、心身の状態を確認する認定調査は、現

行、事前準備や現地調査、調査票作成に時間を要している。このうち、調査票作成を

効率的に行うことで、認定調査業務全体のスピードアップを目指すこととした。 

    現在の運用では、認定調査員が高齢者 

の自宅等を訪問し、心身の状況調査を行 

い、帰庁後、必要な情報を入力している 

（次ページの業務プロセス定義参照。）。

実証実験では、訪問調査の際に職員がヘッ 

ドセットを着用し市民とのやりとりの音声 

データを取得、当該データをＡＩを活用し 

てテキスト化し業務の効率化につながるか 

検証。 

                            －音声取得の際に活用した機器－ 

－ＡＩ活用のイメージ図－ 
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－認定調査業務の業務プロセス定義－ 

実証実験は以下のとおり進めた。 

 11月上旬：認定調査業務で使用する専門用語集を作成 

当該業務で使われる専門用語をＡＩに学習させるために専門用語集を作成 

－略語集（一部）－ 

 11月下旬～１月上旬：使用する機器の選定、購入 

ＡＩ開発企業の助言をもとに音声を録音するための機器を選定し、購入（購入し

た機器は前ページ参照。ヘッドセット・スマートフォン各２台で約 66,000円） 

 １月 21日：機器の操作説明、機器を使った調査業務のシミュレーション 

認定調査の現場での音声データ取得に向けて、録音するための機器の操作説明と

職員同士による機器を使った認定調査のシミュレーションを行った。 

補足情報

要介護認定 申請（新規・
区分変更・更
新）

認定申請受領 住民から介護保険要介護認定・要支援認定申請書
や添付書類等を受領する。

受領書類の不備確認 本人確認、提出書類の不足および記載内容の誤り
を確認する。マイナンバーも窓口で確認する。必
要に応じて再提出を依頼する。

申請情報の登録 申請情報をシステムへ入力する。システムから資
格者証を出力する。

主治医意見書依頼書類出力 主治医意見書作成依頼書類をシステムから出力す
る。

主治医意見書依頼 住民の主治医に意見書作成を依頼する。

訪問日程調整 住民と訪問調査に行く日程を調整する。

訪問調査 調査員が訪問調査を行う。

調査票作成 訪問調査をもとに調査票（ＯＣＲ）を作成する。

調査票送付 調査票（ＯＣＲ）を外部委託業者に送付する。

介護認定審査 訪問調査にもとづいた結果と特記事項，主治医意
見書をもとに，介護の必要性や，要介護状態区分
などの審査・判定を行う。

通知書受領 委託業者から封入封緘された通知書を受領する。

通知書・被保険者証送付 認定者本人に認定結果の通知書、認定結果が記載
された被保険者証を送付する。
却下の場合、却下通知書、被保険者証を送付す
る。

主治医へ情報提供 認定結果情報を希望している主治医に対して情報
提供を行う。
介護度と認定期間を所定の様式（市の様式）に手
書きし、共有する。

資料提供申出書受領 認定者のケアマネージャーから資料提供申出書、
在職証明書等身元確認書類を受領する。

提供資料出力・準備 ケアマネージャーへ提供する審査会資料をシステ
ムから出力して準備する。

ケアマネージャーへ情報提供 ケアマネージャーに対して情報提供を行う。

作業事務

音声データ取得 

音声データテキスト化 

しゃべり言葉 略語 元々の言葉

あせす アセス アセスメント
あぽ アポ 予約
いかろす イカロス イカロスネット
いけんしょ 意見書 主治医意見書
うんきょう 運協 運営協議会
えすおーえす ＳＯＳ 徘徊高齢者等ＳＯＳネットワーク事業
えすしー SC セーフコミュニティ
えすてぃ ST 言語聴覚士
おーてぃ OT 作業療法士
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このシミュレーションで、ヘッドセットが周囲の音をひろいすぎるという課題が

見えた。 

⇒この課題については、ＡＩ開発事業者より、テキスト化する際にノイズとして

削除できるとの見解が示されており、解決済み。 

 ２月１日：ＡＩ開発企業による認定調査の現場確認 

音声を録音する現場の環境（まわりの騒音や専門用語の使用頻度など）を確認す

るため、ＡＩ開発企業が認定調査の現場を訪問 

 

 ２月５日：調査業務のシミュレーションを実施 

現在のＡＩでの音声認識の状況を把握す

るため、認定調査業務のシミュレーショ

ンを実施。 

現時点での音声データを認識した結果は

次ページのとおり。 

 

 

－シミュレーションのようす－ 

 ２月上旬～：認定調査の現場での音声データ取得開始（現在もデータ取得中） 

認定調査業務は高齢者の自宅や入所している施設（特別養護老人ホームなど）で

実施しているが、実証実験では施設に入所している高齢者を対象に音声データを

取得。 

取得した音声データは業務所管課で保存し、一定たまった段階でＡＩ開発企業に送

付しＡＩが学習。 

   【音声データ学習のフロー】 

 

 

 

ＡＩ開発企業が持つ、旧音声認識システムで本市の音声データを認識した結果、現

時点では音声の認識率は約 60％であることから、今後、さらに音声データを学習させ

音声の認識率を向上させる必要がある。 

当該ソリューションの開発により、１日当たりの訪問件数を増やし（現状２件⇒３

件）、認定調査業務の迅速化を図ることにより、要介護認定結果が出るまでの期間が

短縮され、市民は早く適正なサービスを受けることが可能になると期待している。 
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 （２）ＲＰＡ実証実験 

    入力業務の効率化に寄与するＲＰＡを活用した改善方策としては、「入力・チェッ

ク業務の自動化」がある。この対象業務の中から人事課の給与管理業務と税務課の軽

自動車税賦課業務の２業務について実証実験を実施した（リコージャパン株式会社の

協力のもと実証実験を実施）。実証実験対象業務等の詳細は以下のとおり。 

○ 人事課の給与管理業務（健康保険料等控除に係る財務会計処理） 

【業務の概要】 

職員の給与支払時に控除した健康保険料等を保険者等に支払うための財務会

計処理（業務の流れは以下の業務プロセス定義参照）。 

－業務プロセス定義－ 

青色で示した作業についてＲＰＡ（Ｗｉｎ Ａｃｔｏｒ）を使って効率化でき 

るか検証した。当該業務では人事給与システム（公開羅針盤（人事給与））や財

務会計システム（ＦＡＳＴ財務会計）を使用するが、これらのシステムを使った

作業をＲＰＡで代替できたことから、同システムを使う本市の他の業務や、同シ

ステムを導入している自治体が同様の作業を行っているのであればＲＰＡで作業

を代替できると考える。 

      現行の業務フローとＲＰＡ導入後の業務フローを以下に示す。ＲＰＡを導入す

ることで最後の確認作業以外は人の手を介さずに処理することができる。 

 

事務 補足情報

歳入歳出外処理 取りまとめ一覧の作成 給与明細書をもとに、とりまとめ一覧（Excel）を作成する。

納付書作成・支出命令書の作成 財務会計システムにて、Excelをもとに納付書、支出命令
書を作成する。

納付書作成・支出命令書の出力 財務会計システムにて、納付書、支出命令書を出力す
る。

決裁

決裁書類の提出 会計課へ納付書と支出命令書を提出する。

作業
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 人件費削減効果 

【前提条件】 

 ＲＰＡの活用により当該作業時間が 100％削減されるとした場合の人件費削

減効果を検証。 

 ・算出方法：人件費等×削減見込業務時間／職員１人当たりの年間業務時間 

 ・当該業務の年間業務量：494時間（業務の棚卸しにより把握した年間業務量） 

 ・人件費等：5,553,000円（平成 29 年度の正職員 1人当たりの平均年間給与費） 

 ・職員１人当たりの年間業務時間：1,860時間 

（7.75時間【１日の勤務時間】×20 日【１カ月の勤務日数】×12カ月で算出） 

上記前提条件により人件費の削減効果を計算した結果は以下のとおり。  

【削減効果】 

 5,553,000円×494時間／1,860時間＝1,474,829円 

  

○ 税務課の軽自動車税賦課業務（車両の新規・変更・廃車登録処理） 

【業務の概要】 

 軽自動車税の当初賦課にあたって、軽自動車検査協会から受領した車両の新

規・変更・廃車に関する情報に係る税務端末への入力処理（業務の流れは以下

の業務プロセス定義参照） 

 

－業務プロセス定義－ 

青色で示した作業についてＲＰＡ（Ｗｉｎ Ａｃｔｏｒ）を使って効率化でき 

るか検証した。今回の実証実験では廃車登録処理について実施し、作業を代替で

きたことから、新規・変更登録処理についても代替できると考える。 

また、当該業務では軽自動車税システム（ＣＯＫＡＳ／Ｒ ＡＤⅡ）を使用す

るが、これらのシステムを使った作業をＲＰＡで代替できたことから、同システ

ムを使う本市の他の業務（市民税に関する業務等）や、同システムを導入してい

る自治体が同様の業務を行っているのであればＲＰＡで作業を代替できると考え

る。 

現行の業務フローとＲＰＡ導入後の業務フローを次ページに示す。ＲＰＡを導

入することで入力作業を人の手を介さずに処理することができる。 

 

 

事務 補足情報

新規・変更・廃車
登録（軽自協会
からの受領）

申告書の受領 「軽自動車税申告書（廃車用）」（軽自等）（以下『申告書等』）を軽自協会か
ら受領する。

税務端末入力 税務端末に申告書等の内容を入力する。

内容確認 入力結果と、申告書を突合し、正しく登録できていることを確認する。

台帳整理 申告書等を廃車台帳（紙）として車種毎のナンバー順に編綴し管理する。

作業
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 人件費削減効果 

【前提条件】 

 ＲＰＡの活用により当該作業時間が 100％削減されるとした場合の人件費削

減効果を検証。 

 ・算出方法：人件費等×削減見込業務時間／職員１人当たりの年間業務時間 

 ・当該業務の年間業務量：1,014時間 

（業務の棚卸しにより把握した年間業務量） 

 ・人件費等：5,553,000円（平成 29 年度の正職員 1人当たりの平均年間給与費） 

 ・職員１人当たりの年間業務時間：1,860時間 

（7.75時間【１日の勤務時間】×20 日【１カ月の勤務日数】×12カ月で算出） 

上記前提条件により人件費の削減効果を計算した結果は以下のとおり。  

【削減効果】 

 5,553,000円×1,014時間／1,860時間＝3,027,280円 

 

    ○ ２業務に導入した場合の費用対効果 

【前提条件】 

 ・算出方法：２業務での人件費削減効果－ＲＰＡ導入費用 

 ・ＲＰＡ導入費用：4,290,000円（ライセンス費用と導入支援に係る費用） 

上記前提条件により費用対効果を計算した結果は以下のとおり。  

【費用対効果】 

 （1,474,829円＋3,027,280円）－4,290,000円＝212,109円 
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５．課題 

 （１）プロジェクト全体を通しての課題 

 本プロジェクトでは、効率的に業務の棚卸しを実施するために「業務プロセス

定義」を業務フローとして活用したが、ＲＰＡの実証実験の際に細かい粒度の

業務フローが必要になったことから、最も適当な業務フローの粒度を検討し、

業務の棚卸しで作成した業務フローがＲＰＡ導入の際にも活用できるようにす

る必要がある。 

 本プロジェクトで実証実験を実施するにあたって、協力可能な課を募ったとこ

ろ、手を挙げる課が少なかった。これは、ＡＩやＲＰＡの導入の際に、一時的

に新たな業務負荷（シナリオ作成方法の習得、最適なフローの検討等）が発生

することが原因と考えられることから、業務所管課にこれらソリューションの

導入の必要性や重要性について十分な説明が必要である。 

 職員数が減少しても現状の市民サービスを維持するためには、ＡＩ、ＲＰＡ、

アウトソーシング等を活用して職員が行っている業務を代替する必要がある

が、これらの導入には新たに費用が発生するので、かえってコストが増加する

場合がある。このため、多額の費用をかけて新技術等を導入して行政運営する

ことについて内部・外部から理解を得ることが困難である。 

 今後、単独自治体では市民サービスを維持していくことが困難になってくるた

め、自治体連携が必要であるが、連携するにあたり個人情報の取り扱いの考え

方、費用負担の考え方等整理すべき課題が多くある。このため、国や都道府県

の重層的なサポートが必要である。 

 

 （２）ＡＩの活用に関する課題 

 今後、自治体の業務においてＡＩを活用する際、ＡＩに学習させるためのデー

タに個人情報が含まれているケースが発生すると考える。そういった場合の当

該データの送受信方法について検討する必要がある。 

 本プロジェクトでは、ＡＩ開発企業の協力があったためプロトタイプの開発に

着手できたが、本来、プロトタイプ開発やＡＩ開発に必要となる費用は非常に

高額で、単独自治体で開発・運用していくことは困難であることから、国のサ

ポートや複数自治体での運用といった大きな負担をかけずに導入する方法を検

討する必要がある。 

 前述のとおり、ＡＩ開発には多額の費用が必要となることから、本市でＡＩ開

発に成功した場合には、他の自治体でも活用できるようにしたいと考えている

ところであるが、その方法について検討が必要である（パブリッククラウドで

の運用や当該ソリューションを販売するためのまちづくり会社の設立等）。 
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６．今後の展開 

 今回の業務の棚卸し結果を踏まえて、入力業務の効率化から着手することとしたところで

あるが、これを推進するため、今後は以下のとおり業務改革に取り組んでいく。 

（１）ＡＩを活用した取組 

    本プロジェクトでの実証実験の結果を踏まえて、ＡＩの開発に着手したいと考えて

いるが、ＡＩ開発に係る費用が高額であることから、本市のみで開発費用を負担する

ことが難しい状況である。このため、国の補助金獲得を視野に取組を進めていく必要

がある。 

今後、国の補助金が獲得できればＡＩの開発に着手し、来年度中の開発をめざして

取り組む。 

 

 （２）ＲＰＡを活用した取組 

    本プロジェクトで実証実験を行った２業務（人事課の給与管理業務、税務課の軽自

動車税賦課業務）について、来年度本格導入していく。これに合わせて、シナリオ作

成のための研修の実施等、本市でＲＰＡを運用できる体制構築をめざす。 

    また、他の業務への導入に向けた実証実験を実施し、ＲＰＡの導入範囲を拡大して

いく。 

 

 （３）アウトソーシング 

    必要なノウハウを市役所に残す観点から、単純業務をアウトソーシングしていく予

定。具体的には、各課で実施している入力業務を課横断でアウトソーシングすること

を考えており、最適な委託の範囲について引き続き検討する。 

    また、本市では施設管理業務について業務負荷が大きくなっていることから、この

効率化に向けて最適な委託の範囲について引き続き検討する。 

 

 最後に、本プロジェクトでは多様なパートナーと協働し、課題の抽出とその解決策につい

て検討した。 

 人口減少時代においても市民サービスの維持・向上を実現できる自治体をめざして、行政

にはない発想と技術を持つ「民間事業者」、汎用性と持続可能性についての最適解を検討す

るための「他自治体」、基礎自治体単独では解決困難な財政面、法律・制度面についての

「国・大阪府」からの重層的なサポート、このような多様な主体に引き続き協力をいただ

き、連携しながら業務改革に取り組んでいきたい。 


